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はじめに 

下水道は、公共水域の保全や快適で衛生的な生活を営むうえで、欠くことのできない

重要な基盤施設です。 

下水道事業は、下水道施設の整備、維持管理を行うとともに、未接続世帯への接続勧

奨等により、水質保全や生活環境の改善に努めています。 

今後の建設投資の増大や施設の老朽化に伴う更新投資の発生、人口減少に伴う料金収

入の減少が予想される中で、経費の削減、下水道普及率の向上、利用者サービスの充実

に努め、地震対策や下水道管の維持管理、将来的な改築更新等の事業を進めていくため

には、徹底した効率化、経営健全化が必要です。 

よって、これまで以上に効率的かつ計画的に事業を進め、健全な下水道経営を行って

いくために、平成 31（2019）年度から平成 40（2028）年度までの 10 ヵ年を計画期間と

する葛城市公共下水道事業経営戦略を策定するものです。 
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第 1 章. 下水道事業の概要 

1-1．事業の現況 

（1）施設 

葛城市の下水道は、昭和 57（1982）年に合併前の新庄町、當麻町でそれぞれ事業着

手しました。 

公共下水道は昭和 57（1982）年より、特定環境保全公共下水道は平成 2（1990）年

度より建設を開始しており、平成 4（1992）年 4 月には一部供用を開始しています。 

 平成 30（2018）年度末で供用開始後 27 年が経過しており、施設の更新などを考慮

した点検・調査を開始する時期を迎えつつあります。 

本市の下水道計画は、大和川上流・宇陀川流域下水道（第二処理区）に位置づけら

れています。発生した汚水は、広陵町萱野にある流域下水道第二浄化センター（下水

処理場）で処理され一級河川曽我川に放流されています。よって、葛城市公共下水道

は、流域関連公共下水道であるため、市の管理する処理施設を有していません。  

処理区域内の人口密度は、公共下水道と特定環境保全公共下水道で 33.1 人/ha（36,714

人/1,110ha）となっています。 

 

表 1 処理区 

 

 

表 2 計画概要（公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業合計） 

 

項目 内容
流域下水 大和川上流・宇陀川流域下水道
処理区数 1 箇所（第二処理区）

処理区域内人口密度 33.1 人/ha

項目 全体計画 H28年度末
処理人口（人） 34,180 36,714
処理面積（ha） 1,241 1,110
排除方式 分流 分流

汚水量 日平均 290
原単位 日最大 365

（ /人･日） 時間最大 550
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下水道管布設延長は、供用開始から順次整備を進め平成 29（2017）年度末現在

265.5km となっています。 

 

 

図 1 管渠延長の推移 

 

 

下水道処理人口普及率は、図 2 に示すとおり、平成 29（2017）年度末現在、99.0％

に達し、概成している状況です。また、行政区域内人口は、現在、上昇傾向にありま

すが、下水道処理区域内人口（下水道整備済区域に居住する人口）も上昇傾向にあり、

水洗化率もわずかに増加傾向にあります。 

 

図 2 行政区域内人口、処理区域内人口、水洗化率および普及率の推移 
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一方、下水道使用料収入の対象となる年間有収水量は、平成 29（2017）年度末にお

いて約 363 万 2,781m3 であり、近年は横ばいで推移しています。 

また、年間処理水量に対する年間有収水量の比率である有収率は、86％程度であり、

使用料収入の対象とならない不明水量が 14％程度あります。 

今後は、流域下水道や関連市町村と連携し不明水対策を実施していき、有収率の向

上についても検討を行っていく必要があります。 

 

 

図 3 年間汚水処理水量、年間有収水量、有収率の推移 

（公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業合計） 
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（2）使用料 

葛城市における現在の使用料体系は、表 3 のとおりです。また、近 5 年の条例上の

使用料（20m3 あたり）の推移及び実質的な使用料（20m3 あたり）の推移は、それぞれ

図 4～図 5 のとおりです。 

表 3 使用料体系 

 

     注）一般排水：2 ヶ月の排水量 600 立方メートル以下 

     注）中間排水：2 ヶ月の排水量 601～1,500 立方メートル以下 

     注）特定排水：2 ヶ月の排水量 1,500 立方メートルを超えるもの 

 

 

図 4 条例上の使用料の推移 
注）条例上の使用料とは、一般家庭における 20m3 あたりの使用料をいう。  

 

 
図 5 実質的な使用料の推移（公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業合計） 

注）実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20m3 を乗じたもの

（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。  

（消費税抜）
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（3）組織体制 

下水道課については、総務係と事業係に大別され、総務係は主に維持管理及び料金

に係わる業務、事業係は、主に建設に係わる業務を担当しています。なお、人員数は、

平成 29（2017）年度時点で 7 名体制となっています。 

 

 
図 6 上下水道部組織体制 

       注）水道事業における市長は、「管理者」である 

 

 

図 7 職員数の推移（公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業合計） 
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1-2．民間活力の活用 

葛城市では、業務効率の向上や債権管理の強化を図るため、以下の業務について民間

に業務を委託しています。 

 マンホールポンプ維持管理業務 

 管清掃業務 

 水質調査業務 

 下水道台帳作成業務等 

 

 

 

 

 

 

 

1-3．経営分析 

経営比較分析表を活用した現状分析は巻末のとおりです。 
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第 2 章. 経営の基本方針 

葛城市の下水道は、市の第二次総合計画で示す「住みよいまちを支える社会基盤の実

現」の一環として、安心・安全で安定的な下水道を提供することを目標としています。 

目標達成のために、ストックマネジメント計画により老朽化施設を重点的に点検調査

し、改築・更新コストの縮減を図ります。 

経営面では、地方公営企業会計への移行により見える化を図り、安定経営のための収

入の確保、起債残高を減少させるための投資抑制に努めます。また、不明水対策による

維持管理経費の削減や接続率の向上による収入増にも併せて努めていきます。 

 

 

 

図 8 葛城市公共下水道事業経営戦略の体系図 

安定的な下水道経営

下水道サービスの向上

安心・安全な下水道

・広域化による効率的な維持管理の検討
・広報活動の強化（親しまれる下水道）
・未整備地区の解消

・地方公営企業法の適用
・安定した収入を確保するための検討
・接続率の向上（水洗化率向上）
・不明水対策
・投資抑制

・安定的な下水道の構築に関する検討
・定期的な点検、調査計画
・効率的な点検調査の実施
・ストックマネジメントの実施

「安心・安全で快適な
下水道サービスを、
安定的に提供する。」

基本方針



 

   9  

第 3 章. 計画期間 

葛城市公共下水道事業経営戦略は、平成 31（2019）年度から平成 40（2028）年度ま

での 10 年間を計画期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 章. 投資・財政計画 

4-1．投資・財政計画 

下水道事業の今後 10 年間にわたる投資･財政計画は、巻末に示すとおりです。 
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（1）投資について 

◆建設投資額 

主なものは、流域下水道に支払う「流域下水道建設負担金」、ストックマネジメン

ト計画に基づく「建設改良費」、未普及対策としての「その他未整備事業」です。投

資額は、10 年間で 12 億 4,000 万円を見込んでいます。 

 

表 4 建設改良費 

 

 

図 9 建設改良費の内訳 

 

 

 

（単位：百万円）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

合計 130 130 130 130 120 120 120 120 120 120 1,240

補助 30 29 33 36 85 83 83 83 83 83 629

単独 100 101 97 94 35 37 37 37 37 37 611

合計 31 34 19 10 5 9 9 9 9 9 144

補助 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

単独 31 34 19 10 5 9 9 9 9 9 144

合計 0 0 0 0 100 100 100 100 100 100 600

補助 0 0 0 0 80 80 80 80 80 80 480

単独 0 0 0 0 20 20 20 20 20 20 120

合計 99 96 112 120 15 11 11 11 11 11 496

補助 30 29 33 36 5 3 3 3 3 3 149
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◆広域化・共同化 

広域化については、大和川上流・宇陀川流域下水道の関連公共下水道としての汚水

処理を継続するものとしています。 

共同化については、今後、他の自治体との検討をしていくもので、この計画には反

映されていません。 

 

◆投資の平準化 

平成 30（2018）年度に、公共下水道における老朽化した下水道管路施設に対し、

計画的な対処を行うことにより下水道管路施設の延命と道路陥没事故等のリスク軽

減を目的とし、点検・調査・健全度評価・長寿命化検討を行う、ストックマネジメン

ト基本計画を策定しました。 

建設投資額で示した投資額は、このストックマネジメント計画値に基づくものであ

り、各年度の更新需要額は、投資の平準化がなされたものとなっています。 

 

◆防災・安全対策 

下水道施設のうち、現行の耐震基準施行前である平成 9（1997）年以前に整備され

た施設については、重要性が高いと思われる施設から対応しています。 

災害時においても、下水処理機能を確保することが重要です。防災と減災の両方か

ら地域防災計画や防災マニュアル、下水道事業地震時業務継続計画（ＢＣＰ）を策定

しています。 
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（2）財源について 

◆建設投資額の財源 

下水道事業の建設投資は、通常、国庫補助金、地方債、市費（自己資金）で賄われ

ています。葛城市においても同様の財源で建設投資を行う予定であり、建設投資額

12 億 4,000 万円に対し、国庫補助金約 3 億 1,400 万円、地方債約 8 億 9,100 万円、市

費約 3,500 万円を見込んでいます。 

表 5 建設改良費の財源 

 

 

図 10 建設改良費の財源内訳 

（単位：百万円）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
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図 11 建設改良費の財源内訳（10 ヵ年合計） 

 

◆地方債 

平成 29（2017）年度末における下水道事業の地方債残高は、約 101 億 9,000 万円と

なっています。 

水洗化人口は、計画期間内の平成 37（2025）年度にピークを迎え、その後、減少

に転じると予測しています。節水意識の高まりや人口減少といった社会環境の影響に

より、使用料収入が伸び悩むことも予想される中で、健全な財政状態を保ち、安定的

に事業を運営していくため、将来世代の負担が大きくならないよう地方債残高の減少

に努める必要があります。 

新規に発行する地方債は、毎年度の償還額の範囲内とし、地方債残高は平成 40（2028）

年度で約 64 億 8,900 万円と見込んでいます。 

 

図 12 地方債残高および一人当たり地方債残高の推移 
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◆使用料収入 

①水洗化人口と有収水量 

水洗化人口は、平成 29（2017）年度 33,850 人に対し、平成 40（2028）年度 36,523

人となり、2,600 人程度増加傾向にあります。 

有収水量は、平成 29（2017）年度 363 万 2,781m3 に対し、平成 40（2028）年度に

は 389 万 7,033m3 となり、26 万 4,000 m3 程度増加傾向にあります。 

 

 

図 13 行政区域内人口、処理区域内人口および水洗化人口の推移 

 

図 14 年間有収水量の推移 

36.9 37.0 37.1 37.2 37.3 
37.1 

36.8 36.8 36.8 36.8 36.9 

36.9 37.0 37.0 36.9 36.9 

36.5 36.5 36.6 36.7 
36.9 

36.7 
36.5 36.6 36.6 36.7 36.8 

36.9 37.0 37.0 36.9 36.9 

32.0 
32.4 

32.8 
33.1 

33.9 34.0 
34.2 

34.6 
35.0 

35.5 
35.9 

36.3 
36.6 36.6 36.6 36.5 

30.0

32.0

34.0

36.0

38.0

40.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

行
政
区
域
内
・
処
理
区
域
内
・
水
洗
化
人
口
（
千
人
）

行政区域内人口 処理区域内人口 水洗化人口

実績 予測

3,525

3,671

3,575 3,586

3,633
3,659

3,676

3,716

3,756

3,799

3,839

3,880
3,907 3,904 3,900 3,897

3,300

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

年
間
有
収
水
量
の
見
込
み
（
千
3

m
）

実績 予測
ピーク



 

   15  

②使用料収入 

使用料収入は、有収水量の増加に伴い増加傾向にありますが、平成 37（2025）年

度にピークを迎え、その後、減少に転じると予測しています。一方、汚水処理費は、

これまでに発行した地方債の元金償還額と利子の減少により減少傾向にあります。結

果、汚水処理に要した費用をどれだけ下水道使用料で賄えているかを示す経費回収率

は、平成 29（2017）年度決算値では 40.6％でしたが、計画最終年の平成 40（2028）

年度には、56.0％まで改善される見込みです。 

 

 

図 15 下水道使用料、汚水処理費および経費回収率の推移 
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◆一般会計繰入金 

汚水事業は、汚水私費の原則により下水道使用料で賄っていますが、汚水経費の一

部や政策的な経費（高度処理費、水質規制費）については、一般会計の負担が認めら

れています。葛城市においても、「一般会計負担経費」及び「分流式下水道に要する

経費」について、一般会計からの繰入金で賄っています。 

葛城市公共下水道事業経営戦略策定期間である平成 31（2019）年度から平成 40

（2028）年度までの 10 年間で、合わせて約 55 億 8,000 万円を見込んでいます。 

 

 

図 16 一般会計繰入金の推移 

 注）基準内繰入金：一般会計が本来負担すべき経費の考え方を、総務省が「繰出基準」として示してい

る基準に基づく繰入金のこと。 

 注）基準外繰入金：財源不足を補填するために、基準内繰入金以外の経費を対象とした繰入金のこと。 
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（3）投資以外の経費について 

◆維持管理費 

主なものは、流域下水道に支払う「流域下水道維持管理負担金」、ストックマネジ

メント計画に基づく、ＴＶカメラ調査・マンホール目視点検調査・巡視点検の「点検

調査費」、マンホールポンプ維持管理費等の「その他維持管理費」です。維持管理費

は、10 年間で 27 億 2,400 万円を見込んでいます。 

 

表 6 維持管理費 

 

 

図 17 維持管理費の内訳 
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◆維持管理費の財源 

下水道事業の維持管理は、通常、市費（自己資金）で賄われています。葛城市にお

いても同様の財源で維持管理を行う予定ですが、ストックマネジメント計画に基づく

点検調査費は、補助事業にて行うので、国費を 50％見込んであります。維持管理費

27 億 2,400 万円に対し、国庫補助金約 4,500 万円、市費約 26 億 7,900 万円を見込んで

います。 

表 7 維持管理費の財源 

 

 

図 18 維持管理費の財源内訳 
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図 19 維持管理費の財源内訳（10 ヵ年合計） 
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に困難です。そこで葛城市公共下水道事業経営戦略策定期間である平成 31（2019）
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4-2．投資・財政計画に未反映の取組（今後検討予定の取組） 

（1）今後の投資についての考え方・検討状況 

◆広域化・共同化・最適化に関する事項 

葛城市は、大和川上流・宇陀川流域下水道（第二処理区）に位置づけられた流域関

連公共下水道として事業を行っており、流域下水道第二浄化センターにおいて近隣

11 市町村とともに建設費及び維持管理費を負担し、汚水処理を行っています。 

今後も関係市町村と協力して効率的な運営を図っていきます。 

 

（2）今後の財政についての考え方・検討状況 

◆使用料の見直しに関する事項 

当面は、水洗化の促進や収納率の向上、コスト縮減に取り組み、経営の健全化に努

めます。 

将来的には、安定した収入を確保するために、使用料の検討を行っていく予定です。 

 

◆資産の活用による収入増加 

下水処理施設については、大和川上流・宇陀川流域下水道の下水処理施設を使用し

ているため、エネルギー活用やその他収入の増加の取り組みについて、今後の課題と

します。 

 

（3）今後の投資以外の経費についての考え方・検討状況 

◆民間活力の活用に関する事項 

現在は PPP/PFI 等の採用の予定はありませんが、今後の経営状況を踏まえ、必要に

応じて検討していきます。 

 

◆職員給与に関する事項 

今後、維持管理業務が増加すると予想される場合、職員数の増加を検討する必要が

あります。しかし、民間委託等で対応できる部分がないかも検討します。 
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◆動力費に関する事項 

主にマンホールポンプの電気代が該当しますが、今後、マンホールポンプの台数が

増える可能性もあり、削減することは難しいと考えます。 

 

◆修繕費に関する事項 

整備済みの管渠やマンホールポンプについて、ストックマネジメント計画に基づい

て計画的に維持管理を行っていきます。 

 

◆委託費に関する事項 

現在、マンホールポンプの定期点検を委託しています。今後も、必要に応じて検討

していきます。 

 

◆その他 

葛城市の下水道事業では、事業の計画性や透明性を高めるため、平成 32（2020）

年 4 月 1 日より地方公営企業法の適用（全部適用）を行う予定です。 
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第 5 章. 経営戦略の事後検証、更新等に係る事項 

5-1．経営戦略の事後検証 

この葛城市公共下水道事業経営戦略の進捗管理は、各年度並びに、全体の見直しは 5

年ごとに行うこととします。また、平成 32（2020）年度の地方公営企業法の適用後速

やかに見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

5-2．経営戦略の公表 

下水道使用料は公共料金であり、住民生活に密接に関連するものです。葛城市公共下

水道事業経営戦略にかかる目標の達成状況や下水道使用料の算定根拠、経営の状況、経

営努力等の情報については、市のホームページや広報誌を活用して公開し、透明性を確

保していきます。 
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第 6 章. 用語解説 

【あ行】 

◆維持管理費 

汚水処理費用のうち、日常の下水道施設の維持管理に要する費用のこと。具体的に

は、人件費、動力費、薬品費、施設補修費、管渠清掃費等で構成される。 

◆一般会計繰入金 

市の一般会計から下水道事業会計に繰入される資金。 

◆汚水 

一般家庭や事業所等から、生活、営業ならびに生産活動によって排出される下水。 

◆汚水処理費 

汚水処理に要した費用のことであり、維持管理費と資本費（地方債償還元金と地方

債利息）に分けられる。 

【か行】 

◆改築更新 

 改築は、施設の全部または一部の再建設あるいは取替えを行うこと。 

 更新は、耐用年数に達した施設や設備について、再建設あるいは取替えを行うこと。 

◆行政区域内人口 

 葛城市に住民票登録をしている人口。 

◆経費回収率 

汚水処理に要した費用が使用料によって回収されているかを表す割合。100％を超

えていれば、汚水処理に要した費用を使用料で賄えていると言える。 

◆下水道普及率 

行政区域内の総人口に占める整備済みの処理区域内人口の割合。 

◆建設改良 

固定資産の機能を高めるもの、あるいは当該資産の耐用年数を延長させるもの。 

◆公共下水道事業 

下水道法における公共下水道のうち、国庫補助金の申請や、地方債の借入を行う時

の事業区分。葛城市では、市街化区域及びその周辺区域を整備する事業を公共下水道
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事業に、それ以外の区域を整備する事業を特定環境保全公共下水道事業に区分してい

る。 

【さ行】 

◆処理区域内人口 

下水道が使える区域に住んでいる人口。 

◆水洗化人口 

処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口。 

◆ストックマネジメント計画 

既存の施設（ストック）を有効に活用し、改築・更新の時期および費用の平準化を

図る体系的な手法 

【た行】 

◆地方公営企業法の適用 

下水道事業に「地方公営企業法」を適用することにより、会計方式を官庁会計方式

から企業会計方式に変更すること。葛城市は、平成 32（2020）年の法適用を目指し、

現在手続きを進めている。 

◆地方債 

下水道施設の建設など事業を行うときに、国などから借り入れる資金。 

◆特定環境保全公共下水道 

下水道法における公共下水道のうち、国庫補助金の申請や、地方債の借入を行う時

の事業区分。葛城市では、市街化区域及びその周辺区域を整備する事業を公共下水道

事業に、それ以外の区域を整備する事業を特定環境保全公共下水道事業に区分してい

る。 

【は行】 

◆不明水 

汚水の処理水から、使用料対象水等負担すべき者が明らかなものを除いたもの。下

水道管に進入する雨水等が原因と考えられる。 

◆分流式下水道 

合流式下水道は汚水と雨水を一緒に下水処理場に送るのに対し、分流式下水道は、
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汚水用管渠と雨水用管渠を別々に埋設し、汚水は下水処理場へ、雨水は川に直接放流

する。 

【ま行】 

◆マンホールポンプ 

地形的に自然流下させることが困難な区域等の下水を、マンホール内に設置したポ

ンプにより揚水して排除するための施設。 

【や行】 

◆有収水量 

下水道で処理した汚水のうち、不明水を除いた使用料収入の対象となる水量。 

【ら行】 

◆流域下水道 

都道府県が２つ以上の市町村にわたり、地方公共団体が管理する下水道から排除さ

れる下水を受けて処理する下水道。 

◆流域関連公共下水道 

主として市街地における下水を排除し、または処理するために地方公共団体が管理

する下水道で、流域下水道に接続するもの。葛城市は、流域関連公共下水道に該当す

る。 

 

 

  



 



 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添：経営比較分析表 

 

  







 



 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添：投資・財政計画 
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